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第１号様式（第５条第１項関係） 〔低公害車導入前申請〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書

下記により平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付を受けたいので、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定

に基づき、申請します。

記

１．導入低公害車 別紙のとおり

２．補助対象経費 金 円

３．補助金交付申請額 金 円(千円未満切り捨て)

（営む業態に○をする）(注)１４．経営する事業

一般乗合旅客自動車運送事業 一般貸切旅客自動車運送事業

一般貨物自動車運送事業 第二種貨物利用運送事業

（ ）自動車リース事業 その他

５．添付書類

ア．補助対象経費に係る見積書の写し

イ．地方公共団体等の負担を証する書類（添付することが困難な場合には、確約書）

ウ．振込先調書

エ．その他参考となる書類（別紙において添付することを定めている書類等）

連絡先 ( ) (電 話) (FAX)担当者名

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)１．その他に該当する者は、経営する主な事業及びその内容を（ ）内に記載し、登記簿謄本等を添付すると

ともに、直近の貸借対照表及び損益計算書を添付すること。

２ 「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。．

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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別紙第１号様式（第５条第１項関係 、第２号様式（第５条第２項関係 、第17号様式（第１１条第１項関係）） ）

導入低公害車

第２号様式又は第17号様式申請時使用欄（第

１号様式申請時と変わらない項目は空欄とす第１号様式申請時使用欄
ること）

使用の本拠の位置
（次世代自動車導入加速計画に基づく

（ ）導入事業の場合は次世代自動車導入加 （ ）
速モデル地域名を括弧内に併記）

氏名又は名称： 氏名又は名称：使用者（借受人）の氏名又は名称
住所： 住所：及び住所

※自動車リース事業者以外は記入不要

種別： 種別：導入低公害車
ＣＮＧ自動車に改造する使用過程車 車名： 車名：（ ）

型式： 型式：

平成 年 月 日補助対象事業着手予定日
（但し、交付決定の通知を受けた日以降 ）。

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

円 円補助対象経費
（ 円／台） （ 円／台）

円 円（補助対象経費）×１/４
（ 円／台） （ 円／台）（ＣＮＧ自動車への改造は１/3

（通常車両価格との差額）×１／２ 円 円

※ＣＮＧ自動車への改造は記入不要 （ 円／台） （ 円／台）

：関係地方公共団体等補助額 地方公共団体等名： 地方公共団体等名

円 円※複数ある場合は合計額を記入

台 数 台 台

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

〔最低導入台数要件確認欄 （上記と併せて、今年度に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数以上の低公害車が導入〕
されることを確認する必要がある場合に記入。

使用の本拠の位置 低公害車の種別 購入・リースの別 台 数 車検証提出済
（済の場合は○）

台

台

（注）１．補助対象となる低公害車の使用の本拠の位置並びに車名及び型式ごとに１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分については、補助対象としない。

３．低公害車の種別は、ＣＮＧバス、優良ハイブリッドバス、クリーンディーゼルバス、電気自動車バス、ＬＰＧバス、低燃費バス、クリー
ンディーゼルタクシー、電気自動車タクシー、ＣＮＧトラック、優良ハイブリッドトラック、クリーンディーゼルトラック、電気自動車
トラック、ＬＰＧトラック、低燃費トラック、使用過程車のＣＮＧバス改造又は使用過程車のＣＮＧトラック改造の別を記入する。

４．次の資料を添付すること （提出の場合は○を付けること ）。 。

自動車リース事業者にあっては、①貸与料金の算定根拠明細書（第１号様式申請時 、②自動車賃貸契約書の写）
し及び貸与料金の算定根拠明細書（第２号様式及び第17号様式申請時。ただし、補助金の交付申請の際に添付し
たものから変更がない場合は第17号様式申請時には不要）

（ ）（ ）補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類 自動車検査証の写し等 既に提出済みの場合は省略可
（第２号様式及び第17号様式申請時）

今年度中に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数以上の低公害車を導入しない、資本金の額又は出資の総額が３億
円以下又は常時使用する従業員の数が300人以下の補助対象事業者が補助金の交付申請を行う場合にあっては、グリーン経営認
証制度に基づく認証その他これに準ずる認証等を取得していることを証する書類の写し（既に提出済みの場合は省略可）
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（ 、 ） 〔 〕第２号様式 第５条第２項 第３項関係 低公害車導入後申請

番 号
年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書

下記により平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付を受けたいので、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定
に基づき、申請します。

記

１．導入低公害車 別紙のとおり

２．補助対象経費 金 円

３．補助金交付申請額 金 円(千円未満切り捨て)

（営む業態に○をする）(注)１４．経営する事業
一般乗合旅客自動車運送事業 一般貸切旅客自動車運送事業
一般乗用旅客自動車運送事業 一般貨物自動車運送事業
第二種貨物利用運送事業 自動車リース事業

（ ）その他

５．添付書類
ア．補助対象経費に係る請求書の写し
． （ 。）イ 補助対象経費の支払いを証する書類 添付できない場合には後日提出すること

ウ．地方公共団体等の負担を証する書類（額の確定通知書又は地方公共団体等からの
入金を証する書類。添付できない場合には後日提出することとし、交付決定通知書
又は確約書を添付すること ）。

エ．振込先調書
オ．その他参考となる書類（別紙において添付することを定めている書類等）

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )
住 所

(注)１．その他に該当する者は、経営する主な事業及びその内容を（ ）内に記載し、登記簿謄本等を添付すると

ともに、直近の貸借対照表及び損益計算書を添付すること。

２ 「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。．

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。



- 22 -

別紙第１号様式（第５条第１項関係 、第２号様式（第５条第２項関係 、第17号様式（第１１条第１項関係）） ）

導入低公害車

第２号様式又は第17号様式申請時使用欄（第

１号様式申請時と変わらない項目は空欄とす第１号様式申請時使用欄
ること）

使用の本拠の位置
（次世代自動車導入加速計画に基づく

（ ）導入事業の場合は次世代自動車導入加 （ ）
速モデル地域名を括弧内に併記）

氏名又は名称： 氏名又は名称：使用者（借受人）の氏名又は名称
住所： 住所：及び住所

※自動車リース事業者以外は記入不要

種別： 種別：導入低公害車
ＣＮＧ自動車に改造する使用過程車 車名： 車名：（ ）

型式： 型式：

平成 年 月 日補助対象事業着手予定日
（但し、交付決定の通知を受けた日以降 ）。

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

円 円補助対象経費
（ 円／台） （ 円／台）

円 円（補助対象経費）×１/４
（ 円／台） （ 円／台）（ＣＮＧ自動車への改造は１/3

（通常車両価格との差額）×１／２ 円 円

※ＣＮＧ自動車への改造は記入不要 （ 円／台） （ 円／台）

：関係地方公共団体等補助額 地方公共団体等名： 地方公共団体等名

円 円※複数ある場合は合計額を記入

台 数 台 台

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

〔最低導入台数要件確認欄 （上記と併せて、今年度に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数の低公害車が導入され〕
ることを確認する必要がある場合に記入。

使用の本拠の位置 低公害車の種別 購入・リースの別 台 数 車検証提出済
（済の場合は○）

台

台

（注）１．補助対象となる低公害車の使用の本拠の位置並びに車名及び型式ごとに１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分については、補助対象としない。

３．低公害車の種別は、ＣＮＧバス、優良ハイブリッドバス、クリーンディーゼルバス、電気自動車バス、ＬＰＧバス、低燃費バス、クリー
ンディーゼルタクシー、電気自動車タクシー、ＣＮＧトラック、優良ハイブリッドトラック、クリーンディーゼルトラック、電気自動車
トラック、ＬＰＧトラック、低燃費トラック、使用過程車のＣＮＧバス改造又は使用過程車のＣＮＧトラック改造の別を記入する。

４．次の資料を添付すること （提出の場合は○を付けること ）。 。

自動車リース事業者にあっては、①貸与料金の算定根拠明細書（第１号様式申請時 、②自動車賃貸契約書の写）
し及び貸与料金の算定根拠明細書（第２号様式及び第17号様式申請時。ただし、補助金の交付申請の際に添付し
たものから変更がない場合は第17号様式申請時には不要）

（ ）（ ）補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類 自動車検査証の写し等 既に提出済みの場合は省略可
（第２号様式及び第17号様式申請時）

今年度中に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数以上の低公害車を導入しない、資本金の額又は出資の総額が３億
円以下又は常時使用する従業員の数が300人以下の補助対象事業者が補助金の交付申請を行う場合にあっては、グリーン経営認
証制度に基づく認証その他これに準ずる認証等を取得していることを証する書類の写し（既に提出済みの場合は省略可）
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別紙第２号様式（第５条第３項関係）

導入低公害車

使用の本拠の位置

氏名又は名称：使用者（借受人）の氏名又は名

住所：称及び住所
※自動車リース事業者以外は記入不要

種別：低燃費ＬＰＧタクシー又はハイブリッドタクシー導入低公害車

車名：

型式：

補助対象事業完了日 平成 年 月 日

補助対象経費 円

（ 円／台）

円(補助対象経費) ×１／４

（ 円／台）

円(通常車両価格との差額)×１／２

（ 円／台）

（地方公共団体等名： ）関係地方公共団体等協調補助額

円※複数ある場合は合計額を記入

台 数 台

補助金交付申請額 円(千円未満切り捨て)

（注）１．補助対象となる低公害車の使用の本拠の位置並びに車名及び型式ごとに１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。

３．次の資料を添付すること。

(１) 平成２１年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付予定枠の内定通知書の写し

(２) 補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類（自動車検査証の写し等）

（３）自動車賃貸契約書の写し及び貸与料金の算定根拠明細書
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（ ） 〔 〕第３号様式 第５条第４項関係 次世代自動車導入加速モデル事業
番 号
年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書

下記により平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付を受けたいので、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定
に基づき、申請します。

記
１．協議会名：

２．補助対象経費、補助対象事業者
補助対象項目 補助対象経費 補助対象事業者

（単位：円） （注１）
ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリ
ース

電気自動車バス、タクシー及びトラックの購
入又はリース

次世代自動車導入加速に資する調査

次世代自動車導入加速の啓発活動

協議会の運営

合 計
（注）１「補助対象事業者」の欄は以下の項目から該当する記号を記載。その他に該当する者は、経営する主な事
業及びその内容を上記の表に記載し、登記簿謄本等を添付するとともに、直近の貸借対照表及び損益計算書を添
付すること。

Ａ 一般乗合旅客自動車運送事業 Ｂ 一般貸切旅客自動車運送事業
Ｃ 一般乗用旅客自動車運送事業 Ｄ 一般貨物自動車運送事業
Ｅ 第二種貨物利用運送事業 Ｆ その他
Ｇ 地方公共団体 Ｈ 協議会

３．補助金交付申請額 金 円(千円未満切り捨て)

４．添付書類
ア．試行運行実験事業計画書
イ．補助対象経費に係る見積書の写し
ウ．振込先調書
エ．その他参考となる書類

連絡先 (担当者名) (電 話) (FAX)
送付先 (郵便番号)
住 所

(注)２ 「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。．

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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別紙第３号様式（第５条第４項関係 、第18号様式（第１１条第２項関係） ）

１．ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

種別： 種別：車両の種別・車名・型式
車名： 車名：
型式： 型式：

使用の本拠の位置

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

車両の使用日数

総走行距離(km)

使用燃料（m3）

燃料代（円）

（ ）最寄りの 最も利用する
CNGスタンドまでの距離

(km)

CNG車の使用にあたっての
感想、本制度の改善要望
など

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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２．ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

車両の種別・車名・型式 種別： 種別：

車名： 車名：

型式： 型式：

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

車両の使用日数

総走行距離（km）

使用燃料（ﾘｯﾄﾙ）

燃料代（円）

ハイブリッド車の使用に

あたっての感想、本制度

の改善要望など

補助対象経費 円 円

補助金交付申請額（千円

未満切り捨て） 円 円

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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３．電気自動車トラック、タクシー及びバスの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

車両の種別・車名・型式 種別： 種別：

車名： 車名：

型式： 型式：

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

車両の使用日数

総走行距離（km）

電気使用量（kWh）

電気使用代（円）

電気自動車の使用にあた

っての感想、本制度の改

善要望など

補助対象経費 円 円

補助金交付申請額（千円

未満切り捨て） 円 円

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分

については、補助対象としない。
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４．次世代自動車導入加速に資する調査

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

調査内容（概要）

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．実績報告時においては、調査報告書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。

５．次世代自動車導入加速の啓発活動

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

啓発活動内容（概要）

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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６．協議会の運営

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

第１回 第１回協議会の開催（予定）日
平成 年 月 日 平成 年 月 日
（議事概要） （議事概要）

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．協議会を２回以上開催した場合には、適宜加筆すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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〔 〕第３号の２様式 第５条第４項の２関係（ ） 経年車の廃車を伴う環境対応車購入事業
年 月 日

国土交通大臣 殿
氏名又は名称
住 所

印代 表 者 氏 名
TEL:

平成21年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書兼実績報告書
（経年車の廃車を伴う環境対応車購入事業）

下記により平成21年度低公害車普及促進等対策費補助金の補助対象事業を完了したの
で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条

、 。の規定に基づき申請するとともに 同法第14条の規定に基づき下記のとおり報告します

記

１．購入車両台数（購入車両は別紙のとおり）
１台あたり 補助交付

台数
補助額(円) 申請額(円)

登録車 250,000車両総重量が

軽自動車 125,0003.5t以下のもの

大型 1,800,000
車両総重量が

中型 800,000
3.5t超のもの

小型 400,000
合計

２．補助交付申請額 金 円

３．申請者が経営する事業（営む業態に○をする）
一般乗合旅客自動車運送事業 一般貸切旅客自動車運送事業
一般貨物自動車運送事業 第二種貨物利用運送事業

（ ）自動車リース事業 その他

４．補助金振込先
フリガナ

住 所 （〒 - ）
（口座住所）

フリガナ

氏 名
（口座名義）

銀 行
振込先金融機関 信用金庫 支店
及び支店名 そ の 他

（その他： ）
銀行コード 支店コード

預金種別 当座預金 普通預金
口座番号

（注）１．口座名義は申請者の住所及び氏名又は名称と同一とすること。
２．記入する内容については、通帳を確認のうえ、通帳の記載通り確実に記入すること。
３．振込先金融機関及び支店名の欄については、金融機関名を記入のうえ、銀行・信用金庫・その他のいず
れかに○をつけること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○市農業協同組合）を記入
すること。

４．預金種別欄については、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。
５．預金通帳のコピー等、補助金振込先が確認できる資料を添付すること。
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（別紙）第３号の２様式（第５条第４項の２関係 、第３号の３様式（第５条第４項の３関係））

①登録車 ②軽自動車 ③重量車(大型) ④重量車(中型) ⑤重量車(小型)車種区分 該当に○（ ）

補助金交付申請額 万円

登録年月日 平成 年 月 日 登録番号

①自家用 ②事業用用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別

車 名 車両総重量 kg新車情報

車台番号 型 式

使用者の氏名又は名称

使用者の住所

使用の本拠の位置

引取証明書交付日 平成 年 月 日 移動報告番号

①重量車以外（登録車・軽自動車） ②重量車車種区分 該当に○（ ）

登録年月日 平成 年 月 日 登録番号廃車情報

①自家用 ②事業用13年超の廃 用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別

車 名 車両総重量 kg車車両を伴

車台番号 型 式わない場合

使用者の氏名又は名称は記入不要

使用者の住所

使用の本拠の位置

（注）補助対象となる環境対応車１台につき１枚作成すること。

添付書類一覧及びチェック表

廃車を伴う 廃車を伴わ
確認欄添付書類

場合 ない場合

新規購入車の車検証写し必要 必要
廃車する車両の詳細登録事項等証明書（原本）
その他13年超車であることを証明する書類必要 不要
（ ）

不要 廃車する車両の使用済自動車処理状況検索画面の印刷必要

その他（ ）

（注）１．申請書提出直前に確認し、添付されているものは確認欄に 、添付しないものは－を記入すること。÷

２．新車車両と廃車車両の使用者が異なる場合、両使用者の同一性を証する書類（事業概況報告書の写し

等）を添付すること。

３．自動車リース事業者にあっては、自動車賃貸契約書の写しを添付すること。

申請に関する問い合わせ先

氏名：

社名：

住所：

- -TEL： - - FAX：

E-mail:



- 32 -

〔 〕第３号の３様式 第５条第４項の３関係（ ） 経年車の廃車を伴わない環境対応車購入事業
年 月 日

国土交通大臣 殿
氏名又は名称
住 所

印代 表 者 氏 名
TEL:

平成21年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書兼実績報告書
（経年車の廃車を伴わない環境対応車購入事業）

下記により平成21年度低公害車普及促進等対策費補助金の補助対象事業を完了したの
で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条

、 。の規定に基づき申請するとともに 同法第14条の規定に基づき下記のとおり報告します

記

１．購入車両台数（購入車両は別紙のとおり）
１台あたり 補助交付

台数
補助額(円) 申請額(円)

登録車 100,000車両総重量が

軽自動車 50,0003.5t以下のもの

大型 900,000
車両総重量が

中型 400,000
3.5t超のもの

小型 200,000
合計

２．補助交付申請額 金 円

３．申請者が経営する事業（営む業態に○をする）
一般乗合旅客自動車運送事業 一般貸切旅客自動車運送事業
一般貨物自動車運送事業 第二種貨物利用運送事業

（ ）自動車リース事業 その他

４．補助金振込先
フリガナ

住 所 （〒 - ）
（口座住所）

フリガナ

氏 名
（口座名義）

銀 行
振込先金融機関 信用金庫 支店
及び支店名 そ の 他

（その他： ）
銀行コード 支店コード

預金種別 当座預金 普通預金
口座番号

（注）１．口座名義は申請者の住所及び氏名又は名称と同一とすること。
２．記入する内容については、通帳を確認のうえ、通帳の記載通り確実に記入すること。
３．振込先金融機関及び支店名の欄については、金融機関名を記入のうえ、銀行・信用金庫・その他のいず
れかに○をつけること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○市農業協同組合）を記入
すること。

４．預金種別欄については、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。
５．預金通帳のコピー等、補助金振込先が確認できる資料を添付すること。
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（別紙）第３号の２様式（第５条第４項の２関係 、第３号の３様式（第５条第４項の３関係））

①登録車 ②軽自動車 ③重量車(大型) ④重量車(中型) ⑤重量車(小型)車種区分 該当に○（ ）

補助金交付申請額 万円

登録年月日 平成 年 月 日 登録番号

①自家用 ②事業用用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別

車 名 車両総重量 kg新車情報

車台番号 型 式

使用者の氏名又は名称

使用者の住所

使用の本拠の位置

引取証明書交付日 平成 年 月 日 移動報告番号

①重量車以外（登録車・軽自動車） ②重量車車種区分 該当に○（ ）

登録年月日 平成 年 月 日 登録番号廃車情報

①自家用 ②事業用13年超の廃 用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別

車 名 車両総重量 kg車車両を伴

車台番号 型 式わない場合

使用者の氏名又は名称は記入不要

使用者の住所

使用の本拠の位置

（注）補助対象となる環境対応車１台につき１枚作成すること。

添付書類一覧及びチェック表

廃車を伴う 廃車を伴わ
確認欄添付書類

場合 ない場合

新規購入車の車検証写し必要 必要
廃車する車両の詳細登録事項等証明書（原本）
その他13年超車であることを証明する書類必要 不要
（ ）

不要 廃車する車両の使用済自動車処理状況検索画面の印刷必要

その他（ ）

（注）１．申請書提出直前に確認し、添付されているものは確認欄に 、添付しないものは－を記入すること。÷

２．新車車両と廃車車両の使用者が異なる場合、両使用者の同一性を証する書類（事業概況報告書の写し

等）を添付すること。

３．自動車リース事業者にあっては、自動車賃貸契約書の写しを添付すること。

申請に関する問い合わせ先

氏名：

社名：

住所：

- -TEL： - - FAX：

E-mail:
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〒  

住 所 
 
氏名又は名称 
及び代表者名 
 
連絡先 TEL    （       ） 

第３号の４様式（第５条第４項の２及び第５条第４項の３関係）              環境対応車購入事業〔重量車以外の申請用〕

平成21 年度低公害車普及促進等対策費 

補助金交付申請書兼実績報告書 

 
  国土交通大臣  殿 

             申請日 
                 
          

 申請者が経営する事業（○で囲む） 

  
 
 
 
 
下記により平成 21 年度低公害車普及促進等対策費補助金の補助対象事業を完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する
法律（昭和 30年法律第 179号）第５条の規定に基づき申請するとともに、同法第 14条の規定に基づき下記のとおり報告します。 

記 
申   請   内   容 

車種区分 ① 登録車（軽を除く）  ②軽自動車   

補助金交付申請額 万円  

登録年月日 平成    年   月   日 登録番号  

用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別 ①自家用 ②事業用 

車名  車両総重量 kg 

車台番号  型式  

使用者の氏名又は名称   
使用者の住所  

新車情報 

使用の本拠の位置  

車種区分（該当に○） ①登録車  ②軽自動車  

引取証明書交付日 平成    年   月   日 移動報告番号  

初度登録年月日 平成    年   月   日 登録番号  

用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別 ①自家用 ②事業用 

車名                  車両総重量 kg

車台番号  型式 

使用者氏名又は名称   
使用者の住所  

廃車情報 
13年超の廃車 

を伴わない 
場合は 

記入不要 

使用の本拠の位置      

※車両１台につき、１枚の申請書を作成すること。 
 

フリガナ                             

口座名義  

銀行コード 支店コード 金融機関名と店

名 
銀行 信金 信組 
その他（   ）  

本店  支店 
出張所    

預金種目(該当に○)  口座番号（右詰で記入） 
口座番号 

普通（総合） 当座  貯蓄  その他        

補
助
金
振
込
先 

口座住所は申請者と同一です。 はい・いいえ（○で囲む） 
 口座名義は申請者の住所及び氏名又は名称と同一とすること。 

添付書類一覧及びチェック表（添付されているものは確認欄に? ） 
 廃車を伴う

場合 
廃車を伴わ

ない場合 添付書類 確認欄 

氏名：  必要 必要 新規購入車の車検証の写し  
社名、役職等  必要 不要 廃車車両 13年超の証明書類  

 必要 不要 廃車車両の使用済自動車処理状況 
検索画面の印刷 

 住所： 

 必要 必要 預金通帳コピー等  

取
扱
担
当
者 

TEL：    －   －    FAX：   －   －    その他（           ）  
 

平成  年  月   日 

①一般乗合旅客自動車運送事業 
②一般貸切旅客自動車運送事業 
③一般貨物自動車運送事業 
④第二種貨物利用運送事業 
⑤自動車リース事業 
⑥一般乗用旅客自動車運送事業 
⑦その他（              ） 

 

印 
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第３号の４様式（第５条第４項の２及び第５条第４項の３関係）  環境対応車購入事業〔軽自動車申請用〕

              平成21 年度低公害車普及促進等対策費 

補助金交付申請書兼実績報告書              
      

国土交通大臣 殿      
  申請日 平成  年  月  日 
  〒□□□‐□□□□    申請者は（所有者・使用者）です。（○で囲む） 

  所有者住所 

  所有者氏名又は名称              ／代表者氏名（フリガナ）              

申請者の区分（○で囲む）                        ／ 

 貨物軽自動車運送事業 〒□□□‐□□□□ 
使用者住所  一般乗用旅客自動車運

送事業 使用者氏名又は名称              ／代表者氏名（フリガナ）              

                       ／  その他 

(         ) 申請者連絡先 （     ）     －     － 

下記により平成 21 年度低公害車普及促進等対策費補助金の補助対象事業を完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
（昭和 30年法律第 179号）第５条の規定に基づき申請するとともに、同法第 14条の規定に基づき下記のとおり報告します。 

記 
申   請   内   容 

車種区分   軽自動車  

補助金交付申請額          万円   
新車届出日 平成   年  月  日 車両番号  

用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別 ①自家用 ②事業用 

車名  車両総重量 kg
車台番号  車両型式 
使用者の氏名又は名称  

使用者の住所  

補助対象車両 
（新規購入車） 

使用の本拠の位置  
車種区分（該当に○） ①乗用車 ②軽自動車 
引取証明書交付日 平成   年  月  日 移動報告番号  
初度検査日 平成   年  月  日 車両番号  

用途（該当に○） ①乗用②貨物③乗合④他 自家用・事業用の別 ①自家用 ②事業用 

車名  車両総重量 kg
車台番号  車両型式 
使用者氏名又は名称   
使用者の住所  

廃車車両情報 
13年超の廃車車両 

が無い場合は記入

不要 

使用の本拠の位置  
※車両１台につき、１枚の申請書を作成して下さい。  
国土交通省は低公害車普及促進等対策費補助金交付申請の審査にあたり軽自動車検査協会に      左記内容に同意します（□にレ点） 
対し補助金対象車両の個人情報を含む軽自動車検査情報の提供を請求します。                 所有者□ 使用者□ 
フリガナ                                  

口座名義  

銀行コード 支店コード 
金融機関名と店名 銀行 信金 信組 

その他（   ）  
本店  支店 

出張所    
預金種目(該当に○)  口座番号（右詰で記入） 

口座番号 
普通（総合） 当座  貯蓄  その他        

フリガナ                                  

補
助
金
振
込
先 

口座住所  
口座住所は（所有者住所・使用者住所）と同一です。（○で囲む） 

 口座住所について、所有者住所又は使用者住所と同一の場合は記入不要(該当するものを選択すること) 添付書類一覧及びチェック表（添付されているものは確認欄に? ）  

 廃車を伴う
場合 

廃車を伴わ
ない場合 添付書類 確認欄 

氏名：  必要 必要 新規購入車の車検証の写し  
社名、役職等  必要 不要 廃車車両 13年超の証明書類  

 必要 不要 廃車車両の使用済自動車処理状況 
検索画面の印刷 

 住所： 

 必要 必要 預金通帳コピー等  

取
扱
担
当
者 

TEL：    －   －    FAX：   －   －    その他（            ）  

所有者

 印 

軽

使用者

 印
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第４号様式（第５条第５項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕
番 号
年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書

下記により平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付を受けたいので、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定
に基づき、申請します。

記

１．補助対象経費

補助対象項目 補助対象経費
（単位：円）

計画策定
省エネ関連機器の導入、燃費向上を
伴う車両代替等
車両運行経費

合 計

２．補助金交付申請額 金 円(千円未満切り捨て)

３．添付書類
ア．中小トラック事業者構造改善実証実験事業計画書
イ．補助対象経費に係る見積書の写し
ウ．振込先調書
エ．その他参考となる書類（別紙）

連絡先 (担当者名) (電 話) (FAX)
送付先 (郵便番号 )
住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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第４号様式（第５条第５項関係 、第19号様式（第１１条第３項関係） 別紙）

１．計画策定

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と

変わらない項目は空欄とすること）第４号様式申請時使用欄

経費内容（概要）

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

円 円補助対象経費

（注）１．実績報告時においては、領収書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分につ

いては、補助対象としない。
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２．省エネ関連機器の導入、燃費向上を伴う車両代替等

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と第４号様式申請時使用欄
変わらない項目は空欄とすること）

（省エネ関連機器の導入等）

導入機器の内容等

（代替車両の導入）

現有車両数

所有者の氏名又は名称及び住所
※リースによる導入事業者以外は記

入不要

種別： 種別：代替車両の種別・車名・
車名： 車名：型式
型式： 型式：

使用の本拠の位置

補助対象事業開始 予定 平成 年 月 日 平成 年 月 日（ ）
日

補助対象事業完了 予定 平成 年 月 日 平成 年 月 日（ ）
日

補助対象経費 円 円

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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３．車両運行経費

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と第４号様式申請時使用欄
変わらない項目は空欄とすること）

車両の使用日数

使用燃料

燃料使用量（ﾘｯﾄﾙ）

燃料代（円）

補助対象経費 円 円

（注）１．実績報告時においては、領収書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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第５号様式（第６条第１項関係） 〔低公害車導入事業〕

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付決定について（事業名）

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づ。

き、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定

に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただ

し、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金

の額に変更が生じたときは、別に通知する。

２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助

対象事業者から申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする （ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、。

別に示すとおりとする ）。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第５号様式（第６条第１項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業者名 交付申請書 交付申請書 補助対象経費 補助金の額

)文書年月日 文 書 番 号 (円) (円
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第６号様式（第６条第２項関係） 〔低公害車導入事業〕

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づき、平成。

年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付するこ

とを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。

記

１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容

の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたとき

は、別に通知する。

補助対象経費 金 円

補助金の額 金 円

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成 年 月 日付け

第 号で申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする。

又は

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、別に示すとおりとする。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第７号様式（第６条第３項関係） 〔低公害車導入事業〕

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付決定

及び額の確定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条及び第15条の。

規定に基づき、下記のとおり交付することを決定し、併せてその額を確定したので、補

助対象事業者あて同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。

２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助

対象事業者から申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする （ただし、修正を加えて交付決定及び額の確定を行ったもの。

については、別に示すとおりとする ）。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第７号様式（第６条第３項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定及び額の確定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業者名 交付申請書 交付申請書 補助対象経費 補助金の額

文書年月日 文 書 番 号 (円) (円)
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（ ） 〔 〕第８号様式 第６条第４項関係 低公害車導入事業

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定

及び額の確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条及び第15条の規定に基づ。

き、平成 年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり

交付決定及び額の確定をしたので、同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知する。

記

１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。

補助対象経費 金 円

補助金の額 金 円

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成 年 月 日付け

第 号で申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする。

又は

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、別に示すとおりとする。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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（ ） 〔 〕第９号様式 第６条第６項関係 次世代自動車導入加速モデル事業

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付決定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づ。

き、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定

に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただ

し、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金

の額に変更が生じたときは、別に通知する。

２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助

対象事業者から申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする （ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、。

別に示すとおりとする ）。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第９号様式（第６条第６項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業 交付申請書 交付申請書 補助対象項 補助対象経 補助金の額

者名 文書年月日 文 書 番 号 目 費(円) (円)
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（ ） 〔 〕第10号様式 第６条第７項関係 次世代自動車導入加速モデル事業

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づき、平成。

年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付するこ

とを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。

記

１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容

の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたとき

は、別に通知する。

補助対象項目 補助対象経費 補助金の額
（単位：円） （単位：円）

ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリ

ース

電気自動車バス、タクシー及びトラックの購

入又はリース

次世代自動車導入加速実証実験事業に係る調

査

次世代自動車導入加速の啓発活動

協議会の運営

合 計

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成 年 月 日付け

第 号で申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする。

又は

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、別に示すとおりとする。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第10号の２様式（第６条第７項の２関係） 〔環境対応車購入事業〕

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定

及び額の確定通知書

平成 年 月 日付けで申請のあった平成21年度低公害車普及促進等対策費補

助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第17

9号。以下「適正化法」という ）第６条及び第15条の規定に基づき、下記のとおり交。

付決定及び額の確定をしたので、同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知する。

記

１．補助金の額は、次のとおりとする。

補助金の額 金 円

２．補助対象事業の内容は、平成 年 月 日付け 第 号で申請のあ

った平成21年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請書兼実績報告書記載のとお

りとする。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第11号様式（第６条第８項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付決定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づ。

き、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定

に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただ

し、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金

の額に変更が生じたときは、別に通知する。

２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助

対象事業者から申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする （ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、。

別に示すとおりとする ）。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第11号様式（第６条第８項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業者名 交付申請書 交付申請書 補助対象経 補助金の額

文書年月日 文 書 番 号 費(円) (円)
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第12号様式（第６条第９項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付決定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という ）第６条の規定に基づき、平成。

年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付するこ

とを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。

記

１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容

の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたとき

は、別に通知する。

補助対象経費 金 円
補助金の額 金 円

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成 年 月 日付け

第 号で申請のあった平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請

書記載のとおりとする。

又は

２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、別に示すとおりとする。

３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに低公

害車普及促進等対策費補助金交付要綱（平成21年３月25日付け国自総第534号、国自

旅第357号、国自貨第165号）に従わなければならない。
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第13号様式（第７条関係） 〔共通〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金交付申請取下届出書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金については、下記の事項について不服がある

ので、補助金等に係る予算の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条の規

定に基づき、同補助金の交付申請（平成 年 月 日付け 第 号）を

取り下げます。

記

１．補助金の額

２．申請年月日

３．不服のある交付の決定内容又は交付の決定に付された条件

４．取り下げる理由

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話
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第14号様式（第８条第２項関係） 〔共通〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る

補助対象事業計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業について、下記の理由に

よりその内容又は経費の配分を変更したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。

記

１．変更事項及びその内容

２．変更する理由

３．その他必要な書類

ア．補助金交付申請書（写）に変更する部分を上段に括弧書きしたもの

イ．変更内容を確認するに足りる書面（変更後の見積書の写し等）

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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第15号様式（第９条第２項関係） 〔共通〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る

補助対象事業中止（廃止）承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業について、下記の理由に

より同事業を中止（廃止）したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。

記

１．補助対象事業を中止（廃止）する理由

２．補助対象事業を中止する期間及び再開後の完了年月日

３．その他必要な書類

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。



- 56 -

第16号様式（第10条関係） 〔共通〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る

補助対象事業事故報告書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業について、下記のとおり

事故が発生したので、報告します。

記

１．事故の種類

２．事故の主な原因

３．事故に対する補助事業者の対処方針

４．事故に伴い経費の配分に変更がある場合はその内容

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。



- 57 -

第17号様式（第11条第１項関係） 〔低公害車導入用〕

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る

補助対象事業実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業を完了したので、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基

づき、下記のとおり報告します。

記

１．導入低公害車 別紙のとおり

２．補助対象経費 金 円

３．補助金充当予定額 金 円(千円未満切り捨て)

４．添付書類

ア．補助対象経費に係る請求書の写し

イ．補助対象経費の支払いを証する書類（添付できない場合は後日提出すること ）。

ウ．地方公共団体等の負担を証する書類（額の確定通知書又は地方公共団体等からの

入金を証する書類。添付できない場合には後日提出することとし、交付決定通知書

又は確約書を添付（交付申請書に添付したものから変更がない場合は省略可）する

こと ）。

エ．その他参考となる書類（別紙において添付することを定めている書類等）

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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別紙第１号様式（第５条第１項関係 、第２号様式（第５条第２項関係 、第17号様式（第１１条第１項関係）） ）

導入低公害車

第２号様式又は第17号様式申請時使用欄（第

１号様式申請時と変わらない項目は空欄とす第１号様式申請時使用欄
ること）

使用の本拠の位置
（次世代自動車導入加速計画に基づく

（ ）導入事業の場合は次世代自動車導入加 （ ）
速モデル地域名を括弧内に併記）

氏名又は名称： 氏名又は名称：使用者（借受人）の氏名又は名称
住所： 住所：及び住所

※自動車リース事業者以外は記入不要

種別： 種別：導入低公害車
ＣＮＧ自動車に改造する使用過程車 車名： 車名：（ ）

型式： 型式：

平成 年 月 日補助対象事業着手予定日
（但し、交付決定の通知を受けた日以降 ）。

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

円 円補助対象経費
（ 円／台） （ 円／台）

円 円（補助対象経費）×１/４
（ 円／台） （ 円／台）（ＣＮＧ自動車への改造は１/3

（通常車両価格との差額）×１／２ 円 円

※ＣＮＧ自動車への改造は記入不要 （ 円／台） （ 円／台）

：関係地方公共団体等補助額 地方公共団体等名： 地方公共団体等名

円 円※複数ある場合は合計額を記入

台 数 台 台

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

〔最低導入台数要件確認欄 （上記と併せて、今年度に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数以上の低公害車が導入〕
されることを確認する必要がある場合に記入。

使用の本拠の位置 低公害車の種別 購入・リースの別 台 数 車検証提出済
（済の場合は○）

台

台

（注）１．補助対象となる低公害車の使用の本拠の位置並びに車名及び型式ごとに１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分については、補助対象としない。

３．低公害車の種別は、ＣＮＧバス、優良ハイブリッドバス、クリーンディーゼルバス、電気自動車バス、ＬＰＧバス、低燃費バス、クリー
ンディーゼルタクシー、電気自動車タクシー、ＣＮＧトラック、優良ハイブリッドトラック、クリーンディーゼルトラック、電気自動車
トラック、ＬＰＧトラック、低燃費トラック、使用過程車のＣＮＧバス改造又は使用過程車のＣＮＧトラック改造の別を記入する。

４．次の資料を添付すること （提出の場合は○を付けること ）。 。

自動車リース事業者にあっては、①貸与料金の算定根拠明細書（第１号様式申請時 、②自動車賃貸契約書の写）
し及び貸与料金の算定根拠明細書（第２号様式及び第17号様式申請時。ただし、補助金の交付申請の際に添付し
たものから変更がない場合は第17号様式申請時には不要）

（ ）（ ）補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類 自動車検査証の写し等 既に提出済みの場合は省略可
（第２号様式及び第17号様式申請時）

今年度中に第５条第７項第１号から第４号までに規定する台数以上の低公害車を導入しない、資本金の額又は出資の総額が３億
円以下又は常時使用する従業員の数が300人以下の補助対象事業者が補助金の交付申請を行う場合にあっては、グリーン経営認
証制度に基づく認証その他これに準ずる認証等を取得していることを証する書類の写し（既に提出済みの場合は省略可）
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（ ） 〔 〕第18号様式 第11条第２項関係 次世代自動車導入加速モデル事業

番 号
年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る
補助対象事業実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成
年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業を完了したので、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基
づき、下記のとおり報告します。

記
１．協議会名：

２．補助対象経費

補助対象項目 補助対象経費 補助金充当予定額
（単位：円） （単位：円）

ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリ

ース

電気自動車バス、タクシー及びトラックの購

入又はリース

次世代自動車導入加速に資する調査

次世代自動車導入加速の啓発活動

協議会の運営

合 計

３．補助金充当予定額 金 円(千円未満切り捨て)

４．添付書類
ア．補助対象経費に係る請求書の写し
イ．補助対象経費の支払いを証する書類（添付できない場合は後日提出すること ）。
ウ．その他参考となる書類（別紙）

連絡先 (担当者名) (電 話) (FAX)
送付先 (郵便番号 )
住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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別紙第３号様式（第５条第４項関係 、第18号様式（第11条第２項関係））

１．ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

種別： 種別：車両の種別・車名・型式
車名： 車名：
型式： 型式：

使用の本拠の位置

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

車両の使用日数

総走行距離(km)

使用燃料（m3）

燃料代（円）

（ ）最寄りの 最も利用する
CNGスタンドまでの距離

(km)

CNG車の使用にあたっての
感想、本制度の改善要望
など

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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２．ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

車両の種別・車名・型式 種別： 種別：

車名： 車名：

型式： 型式：

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

車両の使用日数

総走行距離（km）

使用燃料（ﾘｯﾄﾙ）

燃料代（円）

ハイブリッド車の使用に

あたっての感想、本制度

の改善要望など

補助対象経費 円 円

補助金交付申請額（千円

未満切り捨て） 円 円

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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３．電気自動車トラック、タクシー及びバスの購入又はリース

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請第３号様式申請時使用欄
時と変わらない項目は空欄とすること）

車両の種別・車名・型式 種別： 種別：

車名： 車名：

型式： 型式：

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

車両の使用日数

総走行距離（km）

電気使用量（kWh）

電気使用代（円）

電気自動車の使用にあた

っての感想、本制度の改

善要望など

補助対象経費 円 円

補助金交付申請額（千円

未満切り捨て） 円 円

（注）１．別紙は、補助対象となる車両１台毎に１枚ずつ作成すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分

については、補助対象としない。
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４．次世代自動車導入加速に資する調査

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

調査内容（概要）

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．実績報告時においては、調査報告書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。

５．次世代自動車導入加速の啓発活動

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

啓発活動内容（概要）

補助対象事業開始（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象事業完了（予定）日 平成 年 月 日 平成 年 月 日

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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６．協議会の運営

第18号様式報告時使用欄（第３号様式申請

時と変わらない項目は空欄とすること）第３号様式申請時使用欄

第１回 第１回協議会の開催（予定）日
平成 年 月 日 平成 年 月 日
（議事概要） （議事概要）

補助対象経費 円 円

円 円補助金交付申請額(千円未満切り捨て)

（注）１．協議会を２回以上開催した場合には、適宜加筆すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。



- 65 -

第19号様式（第11条第３項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕
番 号
年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る
補助対象事業実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定通知のあった平成
年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業を完了したので、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基
づき、下記のとおり報告します。

記

１．補助対象経費

補助対象項目 補助対象経費
（単位：円）

計画策定
省エネ関連機器の導入、燃費向上を
伴う車両代替等
車両運行経費

合 計

２．補助金充当予定額 金 円(千円未満切り捨て)

３．添付書類
ア．補助対象経費に係る請求書の写し
イ．補助対象経費の支払いを証する書類（添付できない場合は後日提出すること ）。
ウ．その他参考となる書類（別紙）

連絡先 (担当者名) (電 話) (FAX)
送付先 (郵便番号 )
住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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第４号様式（第５条第５項関係 、第19号様式（第11条第３項関係） 別紙）

１．計画策定

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と

変わらない項目は空欄とすること）第４号様式申請時使用欄

経費内容（概要）

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業開始（予定）日

平成 年 月 日 平成 年 月 日補助対象事業完了（予定）日

円 円補助対象経費

（注）１．実績報告時においては、領収書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分につ

いては、補助対象としない。
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２．省エネ関連機器の導入、燃費向上を伴う車両代替等

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と第４号様式申請時使用欄
変わらない項目は空欄とすること）

（省エネ関連機器の導入等）

導入機器の内容等

（代替車両の導入）

現有車両数

所有者の氏名又は名称及び住所
※リースによる導入事業者以外は記

入不要

種別： 種別：代替車両の種別・車名・
車名： 車名：型式
型式： 型式：

使用の本拠の位置

補助対象事業開始 予定 平成 年 月 日 平成 年 月 日（ ）
日

補助対象事業完了 予定 平成 年 月 日 平成 年 月 日（ ）
日

補助対象経費 円 円

（注）１．実績報告時においては、領収書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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３．車両運行経費

第19号様式報告時使用欄（第４号様式申請時と第４号様式申請時使用欄
変わらない項目は空欄とすること）

車両の使用日数

使用燃料

燃料使用量（ﾘｯﾄﾙ）

燃料代（円）

補助対象経費 円 円

（注）１．実績報告時においては、領収書を添付すること。

２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入控除の対象となる消費税相当分に

ついては、補助対象としない。
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第20号様式（第12条第１項関係） 〔低公害車導入事業〕

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に

基づき、別表のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知さ

れたい。
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第20号様式（第12条第１項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業者名 実績報告書 実績報告書 確定した補助金の額

)文書年月日 文 書 番 号 (円



- 71 -

（ ） 〔 〕第21号様式 第12条第１項関係 次世代自動車導入加速モデル事業

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に

基づき、別表のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知さ

れたい。
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第21号様式（第12条第１項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業 実績報告書 実績報告書 補助対象 補助対象 確定した補助

者名 文書年月日 文 書 番 号 項 目 経費(円) 金の額(円)
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第22号様式（第12条第１項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕

番 号

年 月 日

地方運輸局長 殿

国土交通大臣

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定について

平成 年 月 日付け 第 号で進達のあった平成 年度低公害車

普及促進等対策費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に

基づき、別表のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知さ

れたい。
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第22号様式（第12条第１項関係）別表

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定一覧

（平成 年 月 日）

補助対象事業者名 実績報告書 実績報告書 確定した補助金の額

)文書年月日 文 書 番 号 (円
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第23号様式（第12条第２項関係） 〔低公害車導入事業〕

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で実績報告のあった平成 年度低公

害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に

（ ） 、係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和30年法律第179号 第15条の規定に基づき

平成 年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり確定

したので、同条の規定に基づき、通知する。

記

補助金の額は、次のとおりである。

補助金の額 金 円
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（ ） 〔 〕第24号様式 第12条第２項関係 次世代自動車導入加速モデル事業

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で実績報告のあった平成 年度低公

害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に

（ ） 、係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和30年法律第179号 第15条の規定に基づき

平成 年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり確定

したので、同条の規定に基づき、通知する。

記

補助金の額は、次のとおりである。

補助対象項目 補助金の額（単位：円）

ＣＮＧバス及びトラックの購入又はリース

ハイブリッドバス及びトラックの購入又はリ

ース

電気自動車バス、タクシー及びトラックの購

入又はリース

次世代自動車導入加速に資する調査

次世代自動車導入加速の啓発活動

協議会の運営

合 計
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第25号様式（第12条第２項関係） 〔中小トラック事業者構造改善支援事業〕

番 号

年 月 日

補助対象事業者 殿

地方運輸局長

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の額の確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で実績報告のあった平成 年度低公

害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に

（ ） 、係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和30年法律第179号 第15条の規定に基づき

平成 年 月 日付け 第 号をもって国土交通大臣が下記のとおり確定

したので、同条の規定に基づき、通知する。

記

補助金の額は、次のとおりである。

補助対象項目 補助金の額（単位：円）

計画策定

省エネ関連機器の導入、燃費向上

を伴う車両代替等

車両運行経費

合 計
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第26号様式（第13条関係） 〔共通〕

番 号
年 月 日

支出官
国土交通省大臣官房会計課長 殿

氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金請求書

平成 年 月 日付け 第 号で補助金の額の確定通知のあった標記
補助金について、下記のとおり請求します。

記

１．補 助 金 額 金 円

２．受 取 人 ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
（ 口 座 名義）

住 所 (〒 － )

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

氏 名

３．振込先金融機関 銀 行
及び支店名 信用金庫 支店

そ の 他
（その他： ）

４．預 金 種 別 当座預金 普通預金

５．口 座 番 号

（注）１．口座名義は申請者の住所及び氏名又は名称と同一とすること。
２．上記２．以下の各欄は、通帳を確認のうえ、通帳の記載どおり確実に
記入すること。
３．上記３．は、金融機関名を記入のうえ、銀行・信用金庫・その他のい
ずれかに○をつけること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名
（例：○○市農業協同組合）を記入すること。

４．上記４．は、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。
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（ ） 〔 〕第27号様式 第15条第３項関係 共通

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

財産処分承認申請書

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業により取得した財

産を、下記のとおり処分したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、申請します。

記

１．処分しようとする財産の明細

２．処分の内容

３．処分しようとする理由

４．その他必要な書類

連絡先 ( ) ( ) (FAX)担当者名 電 話

送付先 (郵便番号 )

住 所

(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。

また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
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（ ） 〔 〕第28号様式 別表１備考３関係 共通

番 号

年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

平成 年度消費税の額の確定に伴う報告書

平成 年 月 日付け 第 号で額の確定通知のあった平成

年度低公害車普及促進等対策費補助金に係る補助対象事業の消費税について、次のとお

り報告します。

記

１．補助金の額（交付要綱第１２条の通知による確定額） 円

２．補助金の額のうち消費税相当額 円

３．２のうち仕入控除の対象とならなかった額 円

４．補助金返還相当額（２の額から３の額を差し引いた額）

円

注）別紙として確定申告書等を添付することとする。
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【補助金交付申請書（第１号様式又は第２号様式）又は補助対象事業実績報告書（第17号様式）に確約書を添付する場合の当該確約書の様式】

年 月 日

国土交通省自動車交通局長 殿

申請者 氏名又は名称

住 所

代 表 者 氏 名 印

確 約 書

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の交付申請に当たり、下記のとおり地

方公共団体等の協調補助が行われることを確約いたします。

記

１．地方公共団体等の名称、低公害車の種別・導入台数、補助申請（予定）金額

地方公共団体等の名称 低公害車の種別・導入台数 補助申請（予定）金額

種別 導入台数

台 円

台 円

台 円

台 円

台 円

台 円

台 円

台 円

合 計 台 円

※ 国土交通省に対して補助金交付申請するものすべての協調先を記入し、協調先ごとに台数及び基数並びに補助申
請（予定）金額を記入すること。

※ 低公害車の種別欄には、ＣＮＧバス、優良ハイブリッドバス、クリーンディーゼルバス、電気自動車バス、ＬＰ
Ｇバス、低燃費バス、クリーンディーゼルタクシー、電気自動車タクシー、低燃費ＬＰＧタクシー、ＣＮＧトラ
ック、優良ハイブリッドトラック、クリーンディーゼルトラック、電気自動車トラック、ＬＰＧトラック、低燃
費トラック、使用過程車のＣＮＧバス改造又は使用過程車のＣＮＧトラック改造の別を記入すること。
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補助金交付申請書（第１号様式、第２号様式、第３号様式及び第４号様式）に添付する振込先調書の様式】【

年 月 日

国土交通省自動車交通局長 殿

申請者 氏名又は名称
住 所
代 表 者 氏 名 印

平成 年度低公害車普及促進等対策費補助金の振込先調書

フ リ ガ ナ

(〒 － )
住 所
（口座住所）

フ リ ガ ナ

氏 名
（口座名義）

振込先金融機関 銀 行
及び支店名 信用金庫 支店

そ の 他
（その他： ）

預 金 種 別 当座預金 普通預金

口 座 番 号

（注）１．口座名義は申請者の住所及び氏名又は名称と同一とすること。

２．記入する内容については、通帳を確認のうえ、通帳の記載どおり確実に記入すること。

３．振込先金融機関及び支店名の欄については、金融機関名を記入のうえ、銀行・信用金庫・その他

のいずれかに○をつけること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○市農業協同

組合）を記入すること。

４．預金種別欄については、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。




